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福島原子力発電所の影響により事業所を移転する

事業主の皆様へ

「警戒区域」又は「計画的避難区域」に所在する事業所の事業主の方につい

ては、雇用調整助成金の対象とはなっておりませんが、事業所の移転は実現し

ていないものの、当該区域外での事業活動を目指して活動を行っている場合に

ついて、雇用調整助成金の支給対象となることになりました。

詳しくは、別添リーフレットをご覧ください。



福島原子力発電所の影響により
事業所を移転する事業主の皆さまへ

「警戒区域」又は「計画的避難区域」に所在
する事業所の事業主の方で 事業所の移転する事業所の事業主の方で、事業所の移転
は実現していないものの、当該区域外での
事業活動を目指して活動を行っている場合
（事業所を移転し事業を継続している場合も（事業所を移転し事業を継続して る場合も
含みます。※１、２）、雇用調整助成金の支給
対象となります。

※１ すでに当該区域外に事業所を移転し、事業を継続している場合、
事業 開 向けた活動を行 た時期も雇 調整助成金 支給事業再開に向けた活動を行っていた時期も雇用調整助成金の支給
対象になります。

〈例〉 計画的避難区域に所在していたＡ事業所が、４月１日より移転準備を開始し、
５月１５日に区域外へ移転した場合

４月１日～５月１４日の移転準備期間と５月１５日以降の移転後の期間が対
象となります

※２ 屋内退避指示がなされた地域に所在する事業所の事業主の方
が、屋内退避指示の解除前又は緊急時避難準備区域の指定前に
当該区域外での事業継続を目指して活動を行っていた場合も同様
に扱います。

象となります。

に扱います。

この取扱いは、事業再開に向けた活動を開始した日
以降の適用になります。

詳しくは、
お近くのハローワーク又は福島労働局職業対策課（TEL024‐529‐5409・5438）

にお問い合わせください。
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